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様式第1号-2

【政策管理局】

＜組織図＞

くらし・環境部長

部長代理

部理事（南アルプス環境保全担当）

部理事（多文化共生担当）

部理事（南アルプス地域連携担当）

部理事（水資源担当）

部参事（生活環境・安全担当）

部参事（南アルプス担当）

部参事（南アルプス自然保護担当）

部参事（自然共生担当）

政策管理局長

（兼総務課長）

部　付 部付主幹 1 人

部付主査 1 人

総務課長 総務班 班長 1 人

（兼政策管理局長） 主査 1 人

　 主事 2 人

経理課長 経理班 班長 1 人

主査 1 人

主事 2 人

企画政策課長 企画班 班長 1 人

主査 1 人

主任 1 人

参事（移住・定住担当） 移住・定住促進班 班長 1 人

主査 1 人

主任 1 人

主事 1 人

職員数計 31 人

（その他非常勤職員等）

3 人

事務事業の概要

職　　名 人　　数

会計年度任用職員
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Ⅰ 総務課

庁内他部局及び部内各局との連絡調整、部内の組織・人事に関する事務等を実施した。

Ⅱ 経理課

１ 事務又は事業の目的、計画、実績（成果）

（１）くらし・環境部企画調整費 15,792,643円 県

委託料 7,310,982円

工事請負費 1,985,500円

くらし・環境部の施策推進過程において、緊急に必要な調査等を実施するため、企画調整費の

執行管理を行った。

２ 評価・改善

部内各局総務班並びに事業担当課と連携し、情報を共有化することにより、予算の適切な執行管理

を行うとともに、懸案事業等に対する的確な進行管理や緊急課題への迅速な対応を行った。

Ⅲ 企画政策課

１ 施策の体系（新ビジョン）

政策の柱 魅力的なライフスタイルの創出

目 標 本県の魅力的なライフスタイルを発信し、県外からの移住者を増やす。

施策 移住・定住の促進

取組 移住希望者への効果的な情報発信

取組 相談体制の充実

取組 官民一体の取組による地域の受入態勢の強化

２ 課別の事務又は事業の目的、計画及び実績（成果）

（１）移住検討者への効果的な情報発信

ア ホームページ、相談会等による情報発信

（ア）重 ふじのくにに住みかえる事業 46,561,239 円 国 1／2 等

（委託料 41,722,200 円）

ａ ホームページによる情報発信

本県の魅力や各市町の移住支援策、移住実践者の体験談等の情報発信を行うため移住・

定住情報サイト「ゆとりすと静岡」や移住ポータルサイト「だもんで静岡県」を運営し、静

岡県の魅力を広く発信した。また、移住関心層と移住潜在層の双方に向けた情報発信を一元

的に行うため、「だもんで静岡県」を「ゆとりすと静岡」に統合する改修を行った。

ホームページ名 アクセス数

ゆとりすと静岡 579,806件
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ｂ ＬＩＮＥによる情報発信

ＬＩＮＥを導入し、静岡県の魅力や移住イベント等の情報を発信した。

ｃ 相談会・フェア・交流会の開催・出展

首都圏等において、静岡県の魅力のＰＲと移住相談を行うため、相談会を開催した。

（２）相談体制の充実

ア 移住相談センターの運営等

（ア）重 ふじのくにに住みかえる事業（再掲） 46,561,239 円 国 1／2 等

（委託料 41,722,200 円）

ａ 移住相談センターの運営

首都圏の移住検討者が静岡県での暮らしと仕事をワンストップで相談できる窓口「“ふじ

のくにに住みかえる”静岡県移住相談センター」を運営し、移住相談や就業相談に対応した。

（３）官民一体の取組による地域の受入態勢の強化

ア ふじのくにに住みかえる推進本部の運営等

（ア）重 ふじのくにに住みかえる事業（再掲） 46,561,239 円 国 1／2 等

（委託料 41,722,200 円）

ａ ふじのくにに住みかえる推進本部の運営

移住・定住の促進に向け官民一体となった取組を推進するため、市町、地域団体、民間

企業等を構成メンバーとする「ふじのくにに住みかえる推進本部」の全体会、地域支部会議

だもんで静岡県 89,947件

登録者数 1,204人

区 分 開催時期 回 数

移住相談会・交流会 ７月～３月 ４回（オンライン）

移住フェア（出展）
７月～８月（大阪）

10月（東京）
２回（対面・オンライン）

ふじのくにに住みかえるセミナー ６月～３月 12回（オンライン）

区 分 内 容 相談件数

東京

【所在地】

東京都千代田区有楽町２-10-１ 東京交通会館８階

回帰支援センター内（ブース形式）

【人員配置】

移住相談員 ２人

就職相談員 １人（労働雇用政策課委託）

1,337件

静岡

【場所】

静岡県・くらし環境部企画政策課内

【人員配置】

移住コーディネーター １人

248件
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（４地域別）を開催した。

ｂ 地域おこし協力隊の活動支援

隊員の活動促進と課題の解決、定住定着を図るため、隊員向けのオンライン交流会を開

催した。

ｃ 本県への移住者及び移住検討者等へのインターネット調査

移住決定の決め手や検討にあたって利用した支援策等の調査・分析を行うため、本県へ

の移住者及び移住検討者等へのインターネット調査を行った。

ｄ 移住コーディネーター等の移住支援スキルアップ研修

移住支援を担っている市町移住担当者や移住コーディネーター等を対象に、相談対応や効

果的な情報発信、移住者を受入れる心構えや体制づくり等について学ぶ研修を開催した。

（４）移住・就業支援金制度関連業務

ア 移住・就業支援金制度関連業務

（ア）重 ふじのくに移住・就業支援事業費 74,245,499円 国 1／2

委託料 3,295,499 円

補助金 70,950,000 円

ａ 移住・就業支援金制度

本県への移住定住及び中小企業等における人材確保を促進するため、東京圏からの移住

者に対し、移住・就業支援事業を実施した市町へ補助金を交付した。

＜制度概要＞

開催時期 回数 参加隊員数

５月～３月 ３回 67人

開催時期 回数 参加隊員数

10月～12月 ３回 109人

区 分 内 容

移住・就業

支援金

の支給

・支給額：一世帯当たり100万円、但し単身世帯は60万円

・補助率：国1/2、県1/4、市町1/4

・対象者：静岡県に移住した方で、以下の①及び②の要件を満たす方

① 東京23区在住者又は東京圏在住で23区への通勤者

在住等期間：通算５年以上

※東京圏：東京都、神奈川県、千葉県及び埼玉県

② 次のア～オのいずれかに該当する方

ア 静岡県のマッチングサイトに掲載された中小企業等に就業した方

イ プロフェッショナル人材事業等を利用して就業した方

ウ 移住元の業務を移住先で引き続き行う方（テレワーク）

エ 移住先の地域や人々と関わりがあると市町が認めた方（関係人口）

オ 起業支援金を活用して起業する方

県補助額 ・単身の場合：45万円（国30万円＋県15万円）
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＜移住・就業支援金支給実績＞

ｂ マッチング支援事業

本県への移住と中小企業等の人材確保を促進するため、求人情報を掲載するマッチング

サイト「しずおか就職net」を改修したほか、東京圏の移住希望者等に対し制度の周知を図

るためのプロモーションを行った。

（５）庁内他部局及び部内各局との連絡調整、施策の企画・調整

庁内他部局及び部内各局との連絡調整、施策の企画・調整に関する事務等を実施した。

・総合計画、各種分野別計画等の着実な推進に向けた部内及び他部局との調整

・重点広報テーマを中心とする戦略的広報の推進

３ 評価、課題及び改善

（１）評価

・世帯の場合：75万円（国50万円＋県25万円）

移住者の区分 世帯の種別 支給者数(世帯) 支給額(千円） 県補助額(千円)

就業
単身の世帯 4 2,400 1,800

２人以上の世帯 11 11,000 8,250

専門人材
単身の世帯 1 600 450

２人以上の世帯 0 0 0

テレワーク
単身の世帯 41 24,600 18,450

２人以上の世帯 42 42,000 31,500

関係人口
単身の世帯 5 3,000 2,250

２人以上の世帯 8 8,000 6,000

起業
単身の世帯 0 0 0

２人以上の世帯 3 3,000 2,250

合 計 115 94,600 70,950

指標名
現状値

（年度）

実 績 目標値

(年度)Ｈ30年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度

成果

指標

移住相談窓口

等を利用した

県外からの移

住者数

1,291人

(Ｈ30年度)
1,291 人 1,283 人 1,398 人 1,868人

1,450 人

(Ｒ３年度）

活動

指標

移住関連イベント

主催・出展回数

15回

(Ｈ30年度)
15回 15回 13回 18回

15回

(毎年度）

移住相談件数
9,981件

(Ｈ30年度)
9,981件 10,085件 11,604件 11,641件

10,000件

（毎年度）

ふじのくにに

住みかえる推

進本部会議開

催回数

５回

(Ｈ30年度)
５回 ５回 ５回 ５回

５回

（毎年度）
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「ふじのくにに住みかえる推進本部」の取組を通じての市町等の取組機運の醸成や都内で運営

する移住相談窓口の活用、オンライン等を活用した移住相談会等のイベントの開催・出展、ホー

ムページによる移住情報の発信等により、移住者数、移住相談件数ともに、過去最高となった。

（２）課題

大都市圏在住者等を中心に地方で暮らすことに対する関心が高まっていることから、移住検討

者の個々のニーズに対応した情報を提供するとともに、移住検討者の課題解決や移住者が定住する

ための地域等との関係づくりを支援することが必要である。

（３）改善

ＳＮＳを活用した情報発信の強化やオンライン等を活用した相談体制の充実に市町と連携して

取り組む。また、東京有楽町の県移住相談センター相談員、県庁内に配置した移住コーディネー

ター、市町の移住コーディネーター等が連携し、一人ひとりに寄り添ったきめ細かな対応を行っ

ていく。

また、移住・就業支援金制度については、令和４年度から「子育て世帯への加算」を拡充した

ことから、東京圏の移住検討者に向けてＷＥＢ広告やリーフレット等を活用して周知するなど、

制度の利活用を促進する。
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様式第１号－４　

(企画政策課）

事　　　業　　　名

事 業 の 根 拠 法 令 調

根　　　拠　　　法　　　令

地方創生推進交付金交付要綱
移住・就業支援事業費補助金交付要綱

ふじのくに移住・就業支援事業
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様式第３号

政策管理局 総務課 経理課 企画政策課 計

8 4 5 8 25

(1) (1)

3 1 4

1 1

1 1

(2) (1) (3)

(1) (2) (1) (4)

13 4 5 9 31 

また、会計年度任用職員、兼務職員及び併任職員は（　　）内に外書き。

職　　　員　　　配　　　置　　　調

（令和４年４月１日現在）

区 分

所 在 地

担 当 区 域

部長、部長代理、理事、局長、部付は、政策管理局に含む。市町等への派遣職員は除く。

職員
(事務)

職員
(技術)

再任用
職員
(事務)

再任用
職員
(技術)

会計年度
任用職員

計

配　
　

置　
　

職　
　

員
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様式第７号－３

預 金 調

（令和４年３月 31 日現在）

金融機関名 預金種類 口座番号 口座名義人
残高

(円)
摘 要

静岡銀行

県庁支店

無利息型

普通預金
0296416

くらし・環境部政策管

理局資金前渡者

政策管理局長兼総務課

長

30,000
資 金 前 渡 用

口 座

静岡銀行

県庁支店

無利息型

普通預金
0296994

(自振口)

くらし・環境部政策管

理局資金前渡者

経理課長

0
自動口座振替用

口 座

残 高 合 計 30,000
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様式第７号－４

（令和４年３月31日現在）
（単位：枚、円）

枚数 金額 枚数 金額 枚数 金額 枚数 金額 枚数 金額 枚数 金額 枚数 金額

0 0 0 0 0 0 

0 0 0 0 0 0 

0 0 0 0 0 

0 0 0 0 0 0 

0 0 0 0 0 0 

0 0 0 0 0 

0 0 0 0 0 0 

0 0 0 0 0 0 

14 882 7 441 0 0 

0 0 0 0 0 0 

0 0 0 0 0 0 

14 1,176 7 588 0 0 

計 0 2,058 2,058 0 1,029 1,029 0 

28 40 0 職員事務連絡用

32 50 0 廃棄

30 30 0 返納

計 0 90 90 0 120 120 0 

郵　券　等　受　払　調

令和２年度 令和３年度

繰  越 受 入 払 出 繰越 受 入 払 出 差引現在高区　分 種　類 摘　　要

郵券 62円券 0 0 0 0 0 0 0 

82円券 0 0 0 0 0 0 0 

63円券 0 0 14 882 0 0 7 441 

84円券 0 0 14 1,176 0 0 7 588 

タクシーチケット 0 90 0 120 

お年玉付年賀はが
き当選による取得
使用見込がないた

め返納
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様式第10号-２

左のうち、前年
度からの繰越分

一般会計 くらし・環境費 くらし・環境費 くらし・環境企画費 44,022,199

一般会計 くらし・環境費 県民生活費 県民生活費 198,612

一般会計 経済産業費 就業支援費 就業支援費 2,949,012

計 34,452,299 47,169,823 0

一般会計 くらし・環境費 くらし・環境費 くらし・環境企画費 1,985,500

一般会計 くらし・環境費 建築住宅費 建築安全推進費 0

一般会計 くらし・環境費 環境費 環境政策費 0

計 1,274,900 1,985,500 0

計 0 0 0

一般会計 くらし・環境費 くらし・環境費 くらし・環境企画費 209,737

一般会計 くらし・環境費 環境費 環境政策費 7,146,074

計 373,230 7,355,811 0

一般会計 くらし・環境費 くらし・環境費 くらし・環境総務費 612,500

一般会計 くらし・環境費 くらし・環境費 くらし・環境企画費 71,060,000

計 15,480,000 71,672,500 0

計 0 0 0

委託料等歳出予算執行状況節別集計表

執　行　済　額　　　（円）

節名 会計 款 項 目
令和２年度 令和３年度

(12)
委託料

(14)
工　事
請負費

(16)
公有財産
購入費

(17)
備　品
購入費

(18)
負担金、
補助金及び
交付金

(21)
補償、補填
及び賠償金

11



様式第１１号

契 約 金 額(円)

当初額 変更増減額 計

（事務関係） 円 円 円 円

総務課

2件 198,612 198,612 0 198,612

企画政策課

14件 47,879,804 47,188,461 △ 217,250 46,971,211

16件 48,078,416 47,387,073 △ 217,250 47,169,823

16件 48,078,416 47,387,073 △ 217,250 47,169,823

委　　託　　料　　に　

総務課　計

企画政策課　計

事務関係　合計

政策管理局　合計

整理
番号

委　　託　　業　　務　　名 受　　託　　者
当初設計
金額 (円）

1
くらし・環境部産業廃棄物収集運搬・処分業務委
託

(株)リサイクルクリーン 99,306 99,306 0 99,306

2
くらし・環境部産業廃棄物収集運搬・処分業務委
託

(株)リサイクルクリーン 99,306 99,306 0 99,306

3
「ゆとりすと静岡」サーバレンタル保守管理
業務委託

株式会社しずおかオンライン 998,588 996,600 0 996,600

4
「だもんで静岡県」サーバレンタル保守管理
業務委託

株式会社ピーエーシー 825,000 825,000 0 825,000

5
“ふじのくにに住みかえる”静岡県移住相談
センター業務委託

特定非営利活動法人100万人の
ふるさと回帰・循環運動推進・
支援センター

17,869,662 17,869,255 0 17,869,255

6 静岡まるごと移住フェア運営補助業務委託 株式会社ダイワ 9,999,682 9,999,682 0 9,999,682

7
ふじのくにに住みかえるセミナー運営補助業
務委託

ロントラ株式会社 6,000,000 6,000,000 0 6,000,000

8
第１回「ゆとりすと静岡」Webサイト改修業務
委託

株式会社しずおかオンライン 1,544,620 1,509,475 △ 250,250 1,259,225

9 移住に関する意識調査業務委託 株式会社トムス 998,976 649,000 33,000 682,000

10
ふじのくにに住みかえる推進本部全体会運営
補助業務委託

株式会社共立アイコム 750,000 533,500 0 533,500

11 移住・就業支援事業プロモーション業務委託 ロントラ株式会社 2,299,999 2,299,999 0 2,299,999

12 ＬＩＮＥによる移住関連情報発信等業務委託
東武トップツアーズ株式会社　
静岡支店

2,600,000 2,597,639 0 2,597,639

13 移住支援スキルアップ研修業務委託
特定非営利活動法人100万人の
ふるさと回帰・循環運動推進・
支援センター

998,637 998,129 0 998,129

14
第２回「ゆとりすと静岡」Webサイト改修業務
委託

株式会社しずおかオンライン 1,102,090 1,055,494 0 1,055,494

15
第３回「ゆとりすと静岡」Webサイト改修業務
委託

株式会社しずおかオンライン 902,550 864,688 0 864,688

16
令和３年度「先輩移住者の声」動画及び原稿
作成業務委託

株式会社静岡朝日テレビ 990,000 990,000 0 990,000
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(令和３年度）
(令和４年３月31日現在)

円

R4.3.9

～

R4.3.31

R4.3.16

～

R4.3.31

198,612

R3.4.1

～

R4.3.31

R3.4.1

～

R4.3.31

R3.6.30 4,467,000

R3.4.1 R3.9.30 4,467,000

～ R3.12.27 4,467,000

R4.3.31 R4.3.31 4,468,255

小計 17,869,255

R3.5.19

～

R4.3.25

R3.5.28

～

R4.3.31

R3.6.1

～

R3.9.10

R3.6.7

～

R3.10.7

R3.6.14

～

R3.8.10

R3.7.14

～

R4.1.31

R3.8.2

～

R4.3.31

R3.9.30

～

R4.1.31

R3.12.24

～

R4.3.15

R3.12.24

～

R4.3.15

R4.2.22

～

R4.3.18

46,971,211

47,169,823

47,169,823

　関　　す　　る　　調

契約締結方法 契約期間 支出年月日 金　  額 (円) 委託業務の内容 摘　　要

随契 R4.4.18 99,306 産業廃棄物の収集運搬・処分業務
随契１号
（少額）

随契 R4.4.18 99,306 産業廃棄物の収集運搬・処分業務
随契１号
（少額）

随契 R4.4.28 996,600
静岡県移住・定住情報サイト「ゆとりすと静岡」のサーバレンタルと保
守管理

随契１号
（少額）

随契 R4.4.28 825,000
静岡県移住・定住ポータルサイト「だもんで静岡県」のサーバレンタル
と保守管理

随契１号
（少額）

随契
東京都内の移住相談窓口「“ふじのくにに住みかえる”静岡県移住相談
センター」の設置・運営

随契２号
（不適）

随契 R4.4.28 9,999,682 「静岡まるごと移住フェア」開催のための運営補助業務
随契２号
（不適）

随契 R4.4.28 6,000,000 ふじのくにに住みかえるセミナーの運営補助業務
随契２号
（不適）

随契 R3.10.21 1,259,225 静岡県移住・定住情報サイト「ゆとりすと静岡」のWebサイト改修業務
随契２号
（不適）

随契 R3.10.29 682,000 静岡県へ移住した人及び移住を検討中の人に対する意識調査業務
随契１号
（少額）

随契 R3.8.20 533,500 ふじのくにに住みかえる推進本部全体会の運営補助業務
随契１号
（少額）

随契 R4.2.28 2,299,999 移住・就業支援事業のプロモーション業務
随契２号
（不適）

随契 R4.4.28 2,597,639 静岡県公式移住・定住LINEアカウントの開設及び、管理・運営補助業務
随契２号
（不適）

随契 R4.2.28 998,129 移住支援に係るスキルアップ研修の実施業務
随契１号
（少額）

随契 R4.4.8 1,055,494 静岡県移住・定住情報サイト「ゆとりすと静岡」のWebサイト改修業務
随契２号
（不適）

随契 R4.4.8 864,688 静岡県移住・定住情報サイト「ゆとりすと静岡」のWebサイト改修業務
随契２号
（不適）

随契 R4.4.19 990,000
移住者インタビュー記事（「先輩移住者の声」）に係る原稿作成及び動
画作成業務

随契１号
（少額）
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様式第１２号

円 円
企画政策課

補　　　助　　　金　 

整理
番号

対象事業名 交付先
補助の
根拠

事業の実績 総事業費 補助金額

下田市

東伊豆町

熱海市

伊東市

富士市

御殿場市

湖西市

菊川市

伊豆の国市

牧之原市

吉田町

掛川市

静岡市

三島市

磐田市

焼津市

沼津市

1
移住・就業支援事
業費補助金

移住・就業支援
事業費補助金交
付要綱

本県への移住定住の促進及び中小企業等における人材
確保を促進するため、東京圏からの移住者に対し、移
住・就業支援事業（補助）を実施した市町へ交付し
た。

当初　　　　　
(83,600,000)

94,600,000

70,950,000
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(令和３年度）

年月日 金　　額 年月日 金　　額 年月日 確認年月日

円 円

R3.4.12 3,150,000
R3.10.15 5,100,000
R4.2.9 △ 3,300,000

R3.4.12 1,200,000
R4.2.10 △ 750,000

R3.4.13 750,000
R4.2.10 4,200,000

R3.4.13 1,500,000
R4.2.17 150,000

R3.4.13 3,000,000
R3.12.17 9,750,000

R3.4.13 750,000
R4.2.10 △ 300,000

R3.4.13 1,350,000
R4.2.10 △ 900,000

R3.4.13 750,000
R4.2.10 △ 300,000

R3.4.13 1,950,000
R3.10.14 3,000,000
R4.2.9 △ 1,050,000

R3.4.13 750,000
R4.2.15 △ 300,000

R3.4.13 2,250,000
R4.2.18 △ 1,500,000

R3.4.14 1,200,000

R3.4.15 3,750,000
R3.11.26 6,450,000

R3.4.15 1,500,000
R3.10.13 12,900,000
R4.2.10 △ 3,000,000

R3.4.15 1,200,000
R4.2.9 △ 750,000

R3.4.15 1,950,000
R3.12.24 1,950,000
R4.2.9 △ 2,700,000

R3.4.16 1,950,000
R4.2.10 1,050,000

　 支　　　出　　　調
(令和４年３月31日現在）

交付決定 交　　付 事業完了
補助率 摘要

R4.3.22 4,950,000 R4.2.25 R4.2.25

R4.3.22 450,000 R4.2.25 R4.2.25

R4.3.22 4,950,000 R4.2.25 R4.2.25

R4.3.22 1,650,000 R4.2.25 R4.2.25

R4.3.22 11,250,000 R4.2.25 R4.2.25

R4.3.22 450,000 R4.2.25 R4.2.25

R4.3.22 450,000 R4.2.25 R4.2.25

R4.3.22 450,000 R4.2.25 R4.2.25

R4.3.22 3,900,000 R4.2.25 R4.2.25

R4.3.22 450,000 R4.2.25 R4.2.25

R4.3.22 750,000 R4.2.25 R4.2.25

R4.3.22 1,200,000 R4.2.25 R4.2.25

R4.3.22 8,250,000 R4.2.25 R4.2.25

R4.3.22 11,400,000 R4.2.25 R4.2.25

R4.3.22 450,000 R4.2.25 R4.2.25

R4.3.22 1,200,000 R4.2.25 R4.2.25

R4.3.22 3,000,000 R4.2.25 R4.2.25

3/4以内
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様式第１２号

補　　　助　　　金　 

整理
番号

対象事業名 交付先
補助の
根拠

事業の実績 総事業費 補助金額

計 24件 94,600,000 70,950,000

島田市

藤枝市

清水町

浜松市

長泉町

河津町

函南町

裾野市

御前崎市

松崎町

小山町

富士宮市

川根本町

袋井市

南伊豆町

西伊豆町

伊豆市

森町

1
移住・就業支援事
業費補助金

移住・就業支援
事業費補助金交
付要綱

本県への移住定住の促進及び中小企業等における人材
確保を促進するため、東京圏からの移住者に対し、移
住・就業支援事業（補助）を実施した市町へ交付し
た。

当初　　　　　
(83,600,000)

94,600,000

70,950,000

(前のページからの続
き)
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(令和３年度）

年月日 金　　額 年月日 金　　額 年月日 確認年月日

　 支　　　出　　　調
(令和４年３月31日現在）

交付決定 交　　付 事業完了
補助率 摘要

R3.4.16 1,200,000
R4.2.10 150,000

R3.4.16 6,600,000
R4.2.1 △ 5,850,000

R3.4.16 750,000

R3.4.19 7,800,000
R4.2.9 450,000

R3.4.19 750,000
R3.10.8 1,650,000

R3.4.21 750,000

R3.4.23 750,000
R3.12.6 1,200,000

R3.4.13 750,000
R4.2.14 △ 750,000

R3.4.13 1,200,000
R4.2.15 △ 1,200,000

R3.4.14 750,000
R4.2.17 △ 750,000

R3.4.14 2,400,000
R4.2.14 △ 2,400,000

R3.4.15 2,250,000
R4.2.28 △ 2,250,000

R3.4.15 750,000
R4.2.14 △ 750,000

R3.4.16 1,200,000
R4.2.14 △ 1,200,000

R3.4.16 1,200,000
R4.2.18 △ 1,200,000

R3.4.16 750,000
R4.2.17 △ 750,000

R3.4.19 3,150,000
R4.2.16 △ 3,150,000

R3.4.19 750,000
R4.2.14 △ 750,000

74,850,000 70,950,000

R4.3.22 1,350,000 R4.2.25 R4.2.25

R4.3.22 750,000 R4.2.25 R4.2.25

R4.3.22 750,000 R4.2.25 R4.2.25

R4.3.22 8,250,000 R4.2.25 R4.2.25

R4.3.22 1,950,000 R4.2.25 R4.2.25

R4.3.22 750,000 R4.2.25 R4.2.25

R4.3.22 1,950,000 R4.2.25 R4.2.25

― ― ― ― 事業廃止

― ― ― ― 事業廃止

― ― ― ― 事業廃止

― ― ― ― 事業廃止

― ― ― ― 事業廃止

― ― ― ― 事業廃止

― ― ― ― 事業廃止

― ― ― ― 事業廃止

― ― ― ― 事業廃止

― ― ― ― 事業廃止

― ― ― ― 事業廃止

3/4以内
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様式第13号

整理
番号

負担金名 交付先 負担根拠

　経理課

1 地方職員共済組合事務費負担金 静岡県住宅供給公社
地方公務員等共済組合法、同法
施行令

経理課　計 １件

　企画政策課

2
ふるさと回帰フェア２０２１　
出展負担金

(特非)100万人のふるさと回帰・
循環運動推進・支援センター

出展申込み

企画政策課　計 １件

政策管理局　計 ２件

負　　担　　金　　

18



（令和３年度）

事業内容 負担金額 支出年月日

円

住宅供給公社職員に係る地方職員共済組合の事務に要する経費 612,500 R4.4.27

612,500

ふるさと回帰フェア２０２１のブース出展等に要する経費 110,000 R3.11.18

110,000

722,500

　　支　　出　　調
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　様式第29号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

令和３年
３月31日
現在

令和４年
３月31日
現在

数　量 数　量 購入価格 数　量 売却価格 数　量

円 円
　１－1 (0) 0 (0)
机類 1 110,000 0 0

　１－３ (0) 0 (0)
いす類 1 129,910 1 0

　１－４ (0) (3)
収納保管庫類 54 6,836,720 3 0

　１－10 (0) (0)
印判類 0 0 0 0

　１－99 (0) (0)
その他の庁用器具類 0 0 0 0

　２－１ (1) (0)
情報処理機器類 2 209,737 0 0

　３－１ (0) (0)
撮影機器類 0 0 0

　50－１ (0) (0)
図書 0 0 2 0

(1) (3)
58 7,286,367 6 0

備 　　品  ・  図　  書　  調
(令和３年度）

（令和４年３月31日現在）

増 減
区      分

1 2 

5 5 

2 53 

4 4 

1 1 

7 9 

1 1 

6 4 

計
27 79 
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様式第29号－2

大・中 小

円

横スライド書庫
スリムライン固定７台移動
６台

主　要　備　品　調
（令和４年３月31日現在）

区　分
整理
番号

品名・規格 利用状況 購入年月 購入金額

1 １－１ テーブル フリースタイルテーブル 毎日
令和４年

３月
110,000

2 １－４ その他の収納保管庫 毎日
平成10年

11月
931,350

3 １－99 その他の庁用器具 部長室用応接セット 毎日
平成28年

1月
282,252

4 ２－１ ノートパソコン ノートパソコン 毎日
令和４年

１月
209,737
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様式第３３号

公務中の事故等に関する調

１ 現金、財産及び占有動産の亡失・損傷事故

該当なし

２ 公務災害（通勤災害を含む。）

該当なし

３ 公務中における交通事故

(1) 発生状況

(2) 監査対象期間中の事故

該当なし

４ その他

該当なし

区 分 件 数

事故の内訳

加害事故

(過失割合

50％超)

被害事故

(過失割合

50％以下)

その他

(過失割合が不明

なもの等)

平成30年度 ０ ０ ０ ０

令和元年度 ０ ０ ０ ０

令和２年度 ０ ０ ０ ０

令和３年度 ０ ０ ０ ０
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様式第３４号

工事中の事故に関する調

１ 工事中の事故発生状況

（令和４年３月31日現在）

２ 事故等の内容

該当なし

区分
第三者事故 工事等の関係者事故 もらい事故

件数 死亡 重傷 軽傷 損害のみ 件数 死亡 重症 重症以外 件数 死傷

前々年度 ０件 ０人 ０人 ０人 ０件 ０件 ０人 ０人 ０人 ０件 ０人

前 年 度 ０件 ０人 ０人 ０人 ０件 ０件 ０人 ０人 ０人 ０件 ０人

本 年 度 ０件 ０人 ０人 ０人 ０件 ０件 ０人 ０人 ０人 ０件 ０人
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